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第１ 審査会の結論 

 栃木県知事（以下「実施機関」という。）が行った公文書非開示決定

（文書不存在）は妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

  １ 公文書の開示請求 

(1) 審査請求人は、実施機関に対し、栃木県情報公開条例（平成 11 年栃

木県条例第 32 号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定により、

令和２(2020)年１月９日付けで、次のとおり公文書開示請求を行った。 

(2) 本件開示請求の内容 

    先日、弁護士相談記録報告書(H29.Ａ.Ｄ)(以下「本件報告書」とい

う。)が開示され、本書作成日時が平成 29(2017)年Ａ月Ｄ日であるが、

「監理課あてに提出してよろしいか伺います」との行為が取られてい

る日時は、前日の平成 29(2017)年Ａ月Ｃ日である。 

    このようなことは物理的にあり得ないことであるため、相談報告書

の作成を平成 29(2017)年Ａ月Ｃ日以前としたものを開示ください。 

２ 本件開示請求に対する実施機関の処分 

実施機関は、本件開示請求の内容から、「都市整備課において平成 29

（2017）年Ａ月Ｃ日以前に作成された、弁護士相談の結果についての何らか

の文書」であると判断した上で、請求の対象となる公文書は存在しないこと

から、令和２(2020)年１月23日付けで、条例第11条第２項の規定に基づく

公文書非開示決定を行った（以下「本件処分」という。）。 

３ 審査請求 

審査請求人は、本件処分を不服として、行政不服審査法（平成 26 年法

律第 68 号）第２条の規定に基づき、令和２(2020)年２月３日付けで実施

機関に対し審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

４ 諮問 

実施機関は、条例第 19 条第 1 項の規定に基づき、令和２(2020)年６月

22 日付けで、本件審査請求について、栃木県行政不服審査会（以下「審査

会」という。）に諮問した。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

非開示決定の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由等 

  審査請求の理由は、審査請求書、反論書によれば、おおむね以下のとお
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りである。 

(1) 本件報告書の作成期日は平成 29(2017)年Ａ月Ｄ日である。ところが、

県土整備部都市整備課が（幹事課である）監理課宛てに当該報告書を

提出するための伺い書の日付けは同年Ａ月Ｃ日である。したがって、

伺い書の日付けの同年Ａ月Ｃ日以前に作成された弁護士相談報告書が

あると考えるのは当然である。 

(2) 然るに「請求した公文書は保有していない」とする処分は不自然で

ある。このような事態が発生したことを推定すると、 

ア 伺い書の日付けを平成 29(2017)年Ａ月Ｃ日と書き間違えた。 

イ 伺い書の日付けの平成 29(2017)年Ａ月Ｃ日以前に作成された弁護

士相談報告書はあるが、開示すると不都合が起きるため、無いこと

にした。 

のいずれかであると考えられる。 

アの場合は、間違いであったとすべきであり、イの場合は、情報公

開で許されている文言を記載すべきである。 

(3) 文書作成日について文書を作成した日付けとすることは社会のルー

ルである。本件報告書を作成した日付けがＡ月Ｃ日であるなら、その

起案書の伺い日はＡ月Ｃ日としなければならない。 

   都市整備課の考える当該報告書の提出日をＡ月Ｄ日としたいのであ

れば、提出に係る起案書伺い日もＡ月Ｄ日とするべきである。 

(4) 都市整備課が考える日付けの記載が適正であるとの考えが成立する

のであれば、文書作成日を操作して、都合の良い日付けに変更できる

ことになる。 

文書作成偽装が適正とされることになり、社会にとって実害が発生す

る。 

 

第４ 実施機関の主張要旨 

弁明書、意見聴取によると、おおむね次のとおりである。 

１ 本件開示請求に係る対象公文書の特定について 

    実施機関は、本件開示請求は、審査請求人が本件開示請求に先立って令

和元(2019)年Ｉ月Ｊ日付けで行った公文書開示請求における請求項目中の

「顧問弁護士に何を質問して、どんな話をされたか、記録を取りながら聞

いたと思うので、これを開示ください」に対して、同月Ｋ日付けで部分開

示決定した平成29(2017)年Ａ月Ｄ日付けの本件報告書の起案文書について、

本件報告書の上部余白に記載された起案日が同月Ｃ日であったことから、

審査請求人は、本件報告書の起案日以前に作成された弁護士相談について

の何らかの文書があるはずと考えてその開示を求めたものと判断した。 
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２ 対象公文書の不存在について 

(1) 県土整備部では、弁護士相談を行った場合、栃木県法律相談運営要領

第５条第３項の規定により、弁護士相談報告書を作成して監理課に提

出することとされている。 

(2) 本件報告書は、平成 29(2017)年Ａ月Ｃ日に行った弁護士相談について

の報告書であり、相談日の当日に作成している。 

   しかしながら、本件報告書の起案に際して、あらかじめ提出予定日

の日付け（同月Ｄ日）を記入して課内決裁を行ったものであるため、

本件報告書自体の日付けは起案日以降のものが作成されているもので

ある。 

(3) したがって、平成 29(2017)年Ａ月Ｃ日の弁護士相談に係る報告書は本

件報告書以外に存在しないことから、対象公文書不存在として非開示

決定を行ったものである。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 判断に当たっての基本的な考え方 

条例は、地方自治の本旨にのっとり、県民に公文書の開示を請求する

権利を保障することにより、県が県政に関し県民に説明する責務を全う

するようにするとともに、県民の県政への参加を推進し、もって一層公

正で開かれた県政の実現に寄与することを目的に制定されたものであり、

原則公開の基本理念の下に解釈し、運用されなければならない。 

当審査会は、この基本的な考え方に立って本件諮問事案を調査審議し、

県民等の公文書の開示を請求する権利が侵害されることのないよう条例

を解釈し、本件処分について、以下のとおり判断するものである。   

２ 対象公文書特定の妥当性について 

条例第２条第２項では、開示請求の対象である公文書について、実施

機関の職員が職務上作成又は取得した文書等である旨、規定している。 

これを踏まえて、上記第４の１で実施機関が行った対象公文書特定の

妥当性について、以下検討する。 

(1) 審査請求人は、令和元(2019)年Ｉ月Ｋ日付けで公文書部分開示決定

された、平成 29(2017)年Ａ月Ｃ日起案の翌Ｄ日付け本件報告書の部分

開示を受けた上で、本件開示請求を提出しているものであるため、対

象としている公文書は、本件報告書とは別の同月Ｃ日以前に作成され

た弁護士相談に係る公文書であると考えられる。 

(2) これに対して実施機関は、対象公文書について、本件報告書の起案

日である同年Ａ月Ｃ日以前に作成された弁護士相談結果についての何

らかの文書と解釈しており、審査請求人の主張と違いは窺えないこと
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から、実施機関の対象公文書の特定は妥当であったと認められる。 

３ 対象公文書の不存在について 

条例第 11 条第２項は、開示請求に係る公文書を保有していないときは、

開示をしない旨の決定をする旨、規定しているため、実施機関が特定し

た上記２の当該対象公文書を保有していたか否かについて、以下検討す

る。 

(1) 審査請求人は、「文書作成日は文書を作成した日付とすることが社

会のルールである」として「弁護士相談報告書の作成日が平成

29(2017)年Ａ月Ｄ日であるなら、当該報告書の起案提出日も同日でな

らなければならない。」とし、「起案書の伺い日を同年Ａ月Ｃ日とす

るのであれば、同年Ａ月Ｃ日以前に作成された弁護士相談報告書があ

ると考えるのは当然のことである」と主張する。 

(2) 当審査会が実施機関に意見聴取したところ、都市整備課は同年Ａ月

Ｃ日に弁護士相談を行い、同日中に、課長決裁が可能な翌Ｄ日を報告

日として報告書案を起案及び課内決裁を開始した旨、また、同課が当

該弁護士相談に関して作成した報告書は本件報告書のみである旨の説

明を受けた。 

(3) 実施機関においては、通常、報告書等を起案する場合、決裁権者の

決裁を得た後に当該決裁日を報告日として後から記載することとされ

ているが、施行日が確定している事案等については、あらかじめ当該

施行日を記入して起案することも可能とされている。 

   本件報告書については、(2)のとおり同月Ｄ日を報告予定日として

起案したものであるから、起案日が報告予定日として記載された同月

Ｄ日より前の弁護士相談当日の同月Ｃ日であることについての実施機

関の説明に不合理な点は認められない。 

(4) また、内部文書である本件報告書について、都市整備課が同課内向

けの報告書を別に作成する必然性は認められず、本件報告書のほかに

該当文書は存在しないとする実施機関の主張に不合理な点は認められ

ない。 

(5) したがって、本件報告書とは別の同年Ａ月Ｃ日以前に作成された弁

護士相談報告書の文書は存在しないという実施機関の主張に不合理な

点はなく、実施機関において、本件開示請求に対して、対象公文書不

存在による非開示決定を行ったことは妥当である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人は、「都市整備課が考える日付けの記載（文書作成日と当該

文書作成に係る起案日を同日にしないこと）が適正であるとすると、文書

作成日が操作できて、都合の良い日付けに変更できることとなる」旨を主
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張する。 

     審査請求人は、本件報告書の日付けについて、報告書作成日と認識して

いると考えられるが、報告書の日付けは当該報告書を作成した日ではなく、

当該報告書を提出する日とされているため、起案日が報告書に記載された

日付けより前の日付けになるのは当然のことであるため、審査請求人の主

張には理由がない。 

５ 結論 

  以上のことから、当審査会は冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判

断する。  
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審査会の処理経過 

審査会の処理経過は、次のとおりである。 

年 月 日 処   理   内   容 

令和２(2020)年６月22日 ・諮問庁から諮問書を受理 

令和２(2020)年７月17日 

（第35回審査会第１部会） 

・事務局から経過概要の説明 

・第１回審議 

令和２(2020)年９月18日 

（第36回審査会第１部会） 

・実施機関の意見聴取 

・第２回審議 

令和２(2020)年10月21日 

（第37回審査会第１部会） 

・審査請求人の意見陳述 

・第３回審議 

令和２(2020)年11月20日 

（第38回審査会第1部会） 
・第４回審議 

令和２(2020)年12月18日 

（第39回審査会第1部会） 
・第５回審議 
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